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①子育て期
• 進学や就職など、子どもがもつことのできる

キャリア観は出身家庭の価値観や階層の影響を
受ける。経済資本・文化資本・性別を考慮した
機会の平等には子どもがいる家庭への支援が不
可欠である。一方で、ひとり親に対する支援(周, 

2014)や「子育て罰」(末冨・櫻井, 2021) の議論
が示すように、日本の子育て世帯への支援政策
は経済的自立を強調してきた側面がある。今後
は、ワークライフバランス向上に向けた子育
て・働き方支援の多様化が求められる。

②学校期
• 中等教育のキャリア教育は、人間関係形成・社
会形成能力や課題対応能力などの基礎的・汎用
的能力の向上と自己理解を通じて、生徒の社会
的自立と自己実現を目指す方針である。この教
育は、高等教育段階における若者の「とりあえ
ず」（中嶌, 2021）や「再帰性」（小川ほか, 

2024）と結びつき、就職活動を有利に進める側
面があると理解できる。他方で、基礎的・汎用
的能力の育成にとどまらず、生徒一人一人の適
性に基づく能力開発の必要性も示唆される。
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③キャリア形成期
• 社会に出る直前の高等教育（大学等）では、本質
的な課題を抱えている。

• 第一に、キャリア教育の就活対策化である。支援
がエントリーシート作成や面接のテクニック指導
に矮小化し、自身の生き方や働き方などの深い自
己理解に基づくキャリアデザインの視点が欠落し
ている。

• 第二に、専門教育とキャリアの乖離である。大学
での学びと将来の職業との結びつきを実感しにく
く、特に文系学部では学業と就職は別物であると
いう意識を生む要因となっている。AIの台頭など、
急激な社会変化の中、高等教育における学びと働
くことの再接続が急務となっていると考えられる。

④経済的自立期
• 現代社会においては、標準的なライフコースに乗
るのことの困難な人びとの存在が社会的かつ学術
的に考慮されるべきである。日本では、ヨーロッ
パ諸国と比較して失業率は低い水準にあるものの、
就職氷河期世代、非正規雇用、不安定労働者
(precarious workers) の表出が挙げられる。

結論

内容 (Cont.)

• 若者の非正規雇用の増加は就職段階のみの問題では
なく、子育て期から教育・キャリア形成期に至るま
でのライフコース全体にわたる格差と制度的要因の
累積によって生じている。

• 日本では、家庭背景による教育機会格差に加え、
キャリア教育の就活対策化や学びと職業の乖離によ
り、主体的なキャリア形成が十分に支えられていな
い。

• したがって、不安定就業の問題は個人の責任ではな
く、子育て支援・教育制度・労働市場を連動させた
統合的政策の再設計によって対応されるべき制度的
課題であると考えられる。
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